
事業主のみなさまへ 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた 

障害者雇用納付金制度に基づく助成金の支給の特例（追加分）について 

 

 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止等の取組が長期化していることに

鑑み、障害者雇用納付金制度に基づく助成金について、以下の特例を実施しま

す。 

 
 

Ⅰ 特例の内容  

 

 支給対象障害者の出勤日数（時間）の短縮を余儀なくされた場合の特例 

助成金の受給資格の認定を受けた後に、新型コロナウイルス感染症対策（密

集の回避）として対象障害者に出勤制限をかけたことに伴い、支給請求対象

期間又は対象障害者等雇用継続義務期間における実態の労働時間が８０時間

（精神障害者にあっては６０時間）以上の月が半分を超えない場合であって、

当該期間中に支給対象措置を実施したものについて支給対象とするものとす

る。 
 

対象助成金： 

 

支給請求対象期間中である次の助成金 

障害者介助等助成金（職場介助者の配置又は委嘱助成金、職場介助者の配

置又は委嘱の継続措置に係る助成金、手話通訳・要約筆記等担当者の委嘱

助成金、健康相談医師の委嘱助成金、職業コンサルタントの配置助成金、

在宅勤務コーディネーターの配置助成金） 

重度障害者等通勤対策助成金（重度障害者等用住宅の賃借助成金、住宅手

当の支払助成金、通勤用バス運転従事者の委嘱助成金、駐車場の賃借助成

金） 

 

  対象障害者等雇用継続義務期間中である次の助成金 

障害者作業施設設置等助成金 

障害者福祉施設設置等助成金 

重度障害者等通勤対策助成金（通勤用バスの購入助成金、通勤用自動車の

購入助成金） 

重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金 

 

 

 



Ⅱ 特例の実施期間について 

 

 令和２年２月１日から令和３年６月３０日まで 

 

 

令和３年３月２５日 

お問合せ先 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

・障害者助成部 助成管理課  TEL 043‐297‐9504 

・事業所の所在する都道府県の高齢・障害者業務課 

（東京、大阪は高齢・障害者窓口サービス課） 

https://www.jeed.go.jp/location/shibu/index.html 


